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NO.267

2022年11月25日（毎月1回25日発行）定価100円（税別）

住宅あんしんニュースは、「新建新聞社」より情報提供を受け、編集しています。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
︵
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
︶
が
２
０
２
３
年
10
月
１
日

か
ら
ス
タ
ー
ト
す
る
︒
適
格
請
求
書
発
行
事
業
者
登
録
番
号
や
消
費
税
額
を
記

載
し
た
イ
ン
ボ
イ
ス
は
課
税
事
業
者
で
な
け
れ
ば
発
行
で
き
ず
︑
ま
た
免
税
事

業
者
の
一
人
親
方
ら
に
と
っ
て
は
税
負
担
が
増
え
る
可
能
性
が
あ
る
︒
一
方
で
︑

免
税
事
業
者
と
の
取
引
で
支
払
う
消
費
税
は
控
除
対
象
に
な
ら
な
く
な
る
た
め
︑

元
請
の
工
務
店
に
も
影
響
は
及
ぶ
︒
職
人
・
協
力
業
者
と
自
社
の
利
益
の
狭
間

で
工
務
店
は
ど
う
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
の
か
︒
現
状
を
探
っ
た
︒

イ
ン
ボ
イ
ス
と
は

ど
ん
な
制
度
？

ま
ず
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
の
概
要
を
お
さ
ら
い
し

て
お
き
た
い
。

イ
ン
ボ
イ
ス
（
適
格
請

求
書
）
と
は
、
軽
減
税
率

の
対
象
品
目
に
は
そ
の
旨

を
記
し
た
う
え
で
、
10
％

ま
た
は
８
％
の
税
率
ご
と

に
対
価
と
消
費
税
の
額
を

記
し
た
請
求
書
、
あ
る
い

は
領
収
書
、
納
品
書
を
指

す
。売

り
手
は
買
い
手
の
要

求
に
応
じ
て
イ
ン
ボ
イ
ス

を
発
行
し
、
買
い
手
は
そ

れ
を
保
存
す
る
。
た
だ

し
、
生
活
者
や
免
税
事
業

者
、
簡
易
課
税
の
事
業
者

が
買
い
手
と
な
る
取
引
に

お
い
て
は
こ
れ
が
不
要
。

制
度
開
始
後
、
仕
入
税
額

控
除
を
受
け
る
た
め
に
は

売
り
手
が
発
行
し
た
イ
ン

ボ
イ
ス
が
必
要
と
な
る
。

な
い
場
合
は
、
買
い
手
が

消
費
税
を
負
担
す
る
（
６

年
間
の
経
過
措
置
あ
り
）。

イ
ン
ボ
イ
ス
を
発
行
す

る
に
は
、
事
前
に
納
税
地

の
税
務
署
長
に
適
格
請
求

書
発
行
事
業
者
の
登
録
申

請
書
を
提
出
し
て
登
録
を

受
け
る
こ
と
が
必
須
（
２

０
２
３
年
10
月
1
日
か
ら

登
録
を
受
け
る
に
は
、
原

則
と
し
て
２
０
２
３
年
３

月
31
日
ま
で
に
登
録
申
請

の
手
続
が
必
要
）
で
、
さ

ら
に
登
録
番
号
を
請
求
書

等
に
記
載
す
る
必
要
が
あ

る
。
課
税
売
上
１
０
０
０

万
円
以
下
の
免
税
事
業
者

の
場
合
、
課
税
事
業
者
と

な
っ
て
消
費
税
を
申
告
納

付
す
る
必
要
が
出
て
く
る
。

制
度
開
始
後
は

コ
ス
ト
増
の
可
能
性
も

免
税
事
業
者
は
、
買
い

手
か
ら
受
け
取
っ
た
消
費

税
を
納
付
し
な
く
て
も
い

い
が
、
課
税
事
業
者
と
な

る
と
そ
う
は
い
か
な
い
。

取
引
金
額
が
変
わ
ら
な
け

れ
ば
利
益
が
減
る
こ
と
に

な
り
か
ね
な
い
。
こ
の
た

め
、
値
上
げ
を
要
求
す
る

売
り
手
は
当
然
出
て
く
る

だ
ろ
う
。

制
度
開
始
後
も
免
税
事

業
者
の
ま
ま
事
業
を
続
け

る
こ
と
は
可
能
だ
。
け
れ

ど
も
、
買
い
手
か
ら
す
れ

ば
、
仕
入
税
額
控
除
の
対

象
外
と
な
る
免
税
事
業
者

と
の
取
引
は
納
税
額
の
増

加
に
つ
な
が
る
。
工
務
店

の
な
か
か
ら
は
「
職
人
・

協
力
業
者
が
適
格
請
求
書

発
行
事
業
者
の
登
録
を
し

て
い
な
い
場
合
、
消
費
税

を
負
担
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
の
で
、
そ
の
ぶ
ん
の

コ
ス
ト
増
を
懸
念
し
て
い

る
」
と
い
っ
た
声
も
あ
が

る
。

今
後
、
免
税
事
業
者
と

の
取
引
を
敬
遠
す
る
、
あ

る
い
は
免
税
事
業
者
に
は

値
引
き
を
求
め
る
動
き
が

出
て
く
る
こ
と
も
想
像
に

難
く
な
い
。

開
始
１
年
前
で
も

﹁
検
討
中
﹂
が
多
数

住
宅
産
業
は
、
一
人
親

方
（
個
人
事
業
主
）
の
大

工
を
中
心
に
、
免
税
事
業

者
と
の
取
引
が
特
に
多
い

業
界
だ
と
言
え
る
。

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
へ
の

対
応
が
進
ん
で
い
る
か
と

思
い
き
や
、
工
務
店
に
ヒ

ア
リ
ン
グ
す
る
と
、
本
格

的
な
対
応
に
踏
み
切
っ
て

い
る
工
務
店
は
ま
だ
少

な
い
こ
と
が
浮
き
彫
り
に

な
っ
た
。

９
月
末
時
点
で
は
「
対

応
を
検
討
中
」「
こ
れ
か

ら
検
討
す
る
」
と
の
答
え

が
ほ
と
ん
ど
。
特
に
中
〜

大
規
模
の
工
務
店
で
は
そ

の
傾
向
が
強
い
よ
う
だ
。

「
大
工
を
社
員
化
し
て
い

る
の
で
担
当
者
が
事
務
的

に
こ
な
す
程
度
」
と
い
っ

た
よ
う
に
、
イ
ン
ボ
イ
ス

制
度
の
影
響
が
そ
も
そ

も
小
さ
い
工
務
店
も
存
在

す
る
が
、
対
応
の
初
手
と

し
て
社
内
、
あ
る
い
は
職

人
・
協
力
業
者
へ
の
説
明

会
を
計
画
中
と
い
っ
た
段

階
の
と
こ
ろ
が
多
い
。

あ
る
工
務
店
経
営
者
は

「
課
税
事
業
者
と
な
っ
て

適
格
請
求
書
を
発
行
し
て

も
ら
う
と
い
う
王
道
の
対

応
を
と
る
予
定
で
、
他
社

も
同
様
だ
と
見
て
い
る
」

と
話
す
。

イ
ン
ボ
イ
ス
発
行
の
条
件
は
課
税
事
業
者

免
税
事
業
者
と
の
取
引
は
控
除
対
象
外
に

職人・協力業者 工務店

インボイスの要求

載記を」額税費消「」号番録登「にどな書求請

消費税の納税で
手取りが減る……。

免税事業者のままだと
仕事がなくなる？ 職人に登録を

お願いすべき？

仕入税額控除が
受けられなくなる……。

インボイス制度

課税事業者に
なってください

職人・協力業者に言えますか？

株式会社住宅あんしん保証が提供する
「あんしん・とくとく倶楽部」では、無料の法
律相談や充実の福利厚生、企業経営の課題
解決を図るビジネス支援等、会員向けにさま
ざまなサポートメニューを用意している。
　会員向けのセミナー開催もその１つだ。イ
ンボイス制度についても、詳しい解説セミ
ナーを開催している。
　制度の概要だけではなく、具体的に何を準備すべきか、各種留意点等、すぐに実
務に役立つ内容となっている。
　次回の開催は2022年12月15日（木） 17：30～（約40分）の予定だ。

「あんしん・とくとく倶楽部」の会員向けに
インボイス制度の解説セミナー開催！

株式会社住宅あんしん保証　あんとく・損害保険課（03-3562-8123）セミナー申込みに
関する問い合わせ

「あんしん・とくとく倶楽部」会員向けのセミナーの様子
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地球樹Mクロス
合板の表面にライナー紙を張り付けたクロス下地用合板です。合板の表面にライナー紙を張り付けたクロス下地用合板です。

大臣認定にて木造軸組工法
（大壁床勝ち仕様）
壁倍率3.7倍を取得！

住宅性能表示耐震等級3の取得にも有効に使用できます
大壁床勝ち仕様で、筋交いよりも省施工
くぎのピッチが印刷されているので、施工がより効率的に
耐力壁として耐震リフォームにも使用できます

製造元 丸玉木材株式会社

https://www.ick.co.jp/chikyugi/mcloth/images/mcloth.pdf
詳しくはコチラから▶

※紙貼りのクロス下地用合板で初の耐力壁（当社調べ） 12.5ミリ×910×1820・12.5ミリ×910×2440において
仕様サイズ

「地球樹 Mコーナー」もございます。
●出隅コーナー材

※ご融資の場合の実質金利15.0％以下です。　※金利は毎月見直され、融資実行時の金利が適用されます。 

11月
融資金利

1.38％
1.54％

1.13％
1.29％

国
土
交
通
省
は
10
月
25

日
、﹁
こ
ど
も
み
ら
い
住
宅

支
援
事
業
﹂
の
９
月
末
時

点
で
の
実
施
状
況
を
公
表

し
た
。

累
計
の
申
請
戸
数
は
新

築
の
Ｚ
Ｅ
Ｈ
住
宅
が
１
万

８
７
８
１
戸
、
高
い
省
エ

ネ
性
能
等
を
有
す
る
住
宅

が
１
万
６
１
２
９
戸
、
省

エ
ネ
基
準
適
合
住
宅
が

２
万
６
５
５
７
戸
、
リ

フ
ォ
ー
ム
が
９
万
３
７
５

７
戸
の
計
15
万
５
２
２
４

戸
。
申
請
金
額
は
合
計　

５
６
１
億
６
９
７
４
万
円

と
な
っ
た
。

※1：ZEH、Nearly ZEH、ZEH Ready、ZEH Oriented（強化外皮基準かつ再エネを除く一次エネルギー消
費量▲20％に適合するもの）

※2：高い省エネ性能等を有する住宅（認定長期優良住宅、認定低炭素住宅、性能向上計画認定住宅）
※3：省エネ基準に適合する住宅（断熱等級４かつ一次エネ等級４を満たす住宅。2022年６月末までに

契約を締結したものに限る）
※4：予算額は、2021年度補正予算542億円と2022年度予備費等600億円の合計で1142億円

こどもみらい住宅支援事業

2022 年９末時点の実施状況補助対象 2022 年 9月 累計

新築
ZEH住宅※１ 5,161 戸 18,781 戸　
高い省エネ性能等を有する住宅※２ 3,877 戸　 16,129 戸　
一定の省エネ性能を有する住宅※３ 4,507 戸　 26,557 戸　

リフォーム 22,161 戸　 93,757 戸　
合計 35,706 戸　 155,224 戸　

補助対象 2022 年 9月 累計

新築
ZEH住宅※１ 51 億 6100 万円　　 187 億 8100 万円　
高い省エネ性能等を有する住宅※２ 31 億   160 万円　 129 億   320 万円　
一定の省エネ性能を有する住宅※３ 27 億   420 万円　　 159 億 3420 万円　

リフォーム 19 億 9620 万円　 85 億 5134 万円　
合計※4 129 億 6300 万円　 561 億 6974 万円　

【申請戸数】

【申請金額】

脱
炭
素
の
実
現
に
向
け

て
、
住
宅
性
能
表
示
制
度

や
長
期
優
良
住
宅
、
低
炭

素
建
築
物
、
性
能
向
上

計
画
認
定
制
度
、
フ
ラ
ッ

ト
35
Ｓ
な
ど
の
基
準
が
見

直
さ
れ
、
今
年
10
月
１
日

か
ら
Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
の
省
エ

ネ
性
能
に
引
き
上
げ
ら
れ

た
。国

土
交
通
省
は
さ
ら

に
、
２
０
３
０
年
度
以
降

に
建
て
ら
れ
る
住
宅
・
建

築
物
に
つ
い
て
、
Ｚ
Ｅ

Ｈ
・
Ｚ
Ｅ
Ｂ
水
準
の
省
エ

ネ
性
能
の
確
保
を
目
指
す

こ
と
を
受
け
て
、
省
エ
ネ

計
算
に
よ
ら
ず
、
Ｚ
Ｅ
Ｈ

水
準
の
省
エ
ネ
性
能
（
誘

導
基
準
等
）
へ
の
適
合
を

確
認
で
き
る
「
仕
様
基
準

（
誘
導
仕
様
基
準
）」
を
11

月
７
日
に
新
た
に
設
定
し

た
。
具
体
的
な
基
準
は

「
住
宅
部
分
の
外
壁
、
窓

等
を
通
し
て
の
熱
の
損
失

の
防
止
に
関
す
る
誘
導
基

準
及
び
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー

消
費
量
に
関
す
る
誘
導
基

準
」
を
国
土
交
通
大
臣
告

示
で
定
め
る
。
ま
た
、
共

同
住
宅
の
外
皮
性
能
の
評

価
方
法
に
つ
い
て
の
見
直

し
も
行
わ
れ
た
。

外
皮
・
設
備
の
仕
様

誘
導
仕
様
基
準
と
し

て
、
外
皮
の
Ｕ
値
、
断
熱

材
の
Ｒ
値
、
開
口
部
の
Ｕ

値
と
日
射
遮
蔽
対
策
の
基

準
を
提
示
。
こ
れ
に
基
づ

く
と
、
５
〜
７
地
域
の
戸

建
木
造
住
宅
の
外
皮
仕
様

例
は
［
表
］
の
よ
う
に
な

る
。さ

ら
に
、
一
次
エ
ネ
ル

ギ
ー
消
費
量
に
関
連
す
る

暖
冷
房
、
換
気
、
照
明
、

給
湯
の
各
設
備
の
具
体
仕

様
も
設
定
。
例
え
ば
、
暖

房
設
備
は
連
続
運
転
の
場

合
、
潜
熱
回
収
型
の
石
油

ま
た
は
ガ
ス
熱
源
機
、
電

気
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
熱
源

機
（
フ
ロ
ン
系
冷
媒
）
の

い
ず
れ
か
を
用
い
た
温
水

暖
房
用
パ
ネ
ル
ラ
ジ
エ
ー

タ
ー
で
あ
る
こ
と
、
間
け

つ
運
転
の
場
合
は
建
築
研

究
所
が
規
定
す
る
定
格

冷
房
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効

率
の
区
分
（
い
）
の
エ
ア

コ
ン
を
採
用
す
る
必
要
が

あ
る
。
給
湯
機
は
、
石
油

の
場
合
は
モ
ー
ド
熱
効
率

84
・
９
％
以
上
（
１
〜
７

地
域
に
限
る
）、
ガ
ス
の

場
合
は
同
86
・
６
％
以
上

（
１
〜
７
地
域
に
限
る
）、

電
気
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
給
湯

機
（
Ｃ
Ｏ
２
冷
媒
）
の
場

合
は
年
間
給
湯
保
温
効
率

又
は
年
間
給
湯
効
率
３
・

３
以
上
の
も
の
が
求
め
ら

れ
る
。

仮
に
６
地
域
で
Ｚ
Ｅ
Ｈ

水
準
の
木
造
住
宅
を
仕
様

ル
ー
ト
で
建
て
る
と
す
る

と
、
壁
:
高
性
能
グ
ラ
ス

ウ
ー
ル
16
Ｋ
・
１
０
５
㎜

厚
、
開
口
部
:
ア
ル
ミ
樹

脂
複
合
サ
ッ
シ
Ｌ
ｏ
ｗ‒

Ｅ
複
層
ガ
ラ
ス
（
Ｕ
値

２
・
３
／
㎡
・
Ｋ
）、
冷

暖
房
:
高
効
率
エ
ア
コ

ン
、
照
明
:
Ｌ
Ｅ
Ｄ
、
浴

室
:
高
効
率
給
湯
器
＋
省

エ
ネ
対
策
（
ガ
ス
潜
熱
回

収
型
給
湯
機
、
節
湯
水

栓
、
高
断
熱
浴
槽
）
と

い
っ
た
イ
メ
ー
ジ
に
な
る
。

共
同
住
宅
に
つ
い
て

は
、
現
行
の
方
法
で
は
実

態
よ
り
も
断
熱
性
能
が
低

く
評
価
さ
れ
て
し
ま
う
た

め
、
住
戸
間
の
熱
損
失
が

な
い
こ
と
を
前
提
と
し
た

数
値
へ
と
外
皮
性
能
の
評

価
単
位
を
見
直
し
た
。

省
エ
ネ
計
算
に
用
い

る
Ｗ
Ｅ
Ｂ
プ
ロ
グ
ラ
ム
も

バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
し
、

改
正
後
の
基
準
に
対
応
し

た
「
Ｖ
ｅ
ｒ
３
・
３
」
の

運
用
を
始
め
る
。
施
行
日

前
に
認
定
を
申
請
し
た
計

画
の
変
更
に
つ
い
て
は
、

施
行
日
以
降
で
あ
っ
て
も

改
正
前
の
基
準
に
適
合
す

る
こ
と
を
求
め
、
旧
バ
ー

ジ
ョ
ン
を
使
っ
て
確
認
す

る
。

﹁
誘
導
仕
様
基
準
﹂を
新
設

Ｚ
Ｅ
Ｈ
水
準
の
省
エ
ネ
性
能
を
仕
様
ル
ー
ト
で
確
認

国
土
交
通
省

［表］ 仕様基準案に基づく外皮仕様例（５～７地域、木造軸組工法の戸建住宅）

屋根 U≦ 0.22 R≧ 5.7

高性能グラスウール32K相当200mm厚以上

天井 U≦ 0.22 R≧ 4.4

高性能グラスウール16K相当168mm厚以上

壁 U≦0.44  R≧ 2.7

高性能グラスウール16K相当105mm厚以上

窓 U≦2.3（JIS 等級H-5、★★★相当）

アルミ樹脂複合サッシ・Low-E複層ガラス（G14）

ドア U≦2.3

金属製の枠・金属製フラッシュ構造の戸

外気床 U≦ 0.34 R≧ 3.4

高性能グラスウール32K相当119mm厚以上

その他床 U≦ 0.48 R≧ 2.2

高性能グラスウール32K相当 77mm厚以上

基礎壁（外気側） U≦ 0.52 R≧ 1.7

押出法ポリスチレンフォーム3種 48mm厚以上

基礎壁（床下側）  U≦ 1.01 R≧ 0.7

押出法ポリスチレンフォーム3種20mm厚以上

誘導基準（改正後）　 UA=0.60
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届出・登録事業者向け

社員・下請・下職の傷害（労災）事故を補償〈業務災害補償保険〉オプション

［工事保険引受保険会社］
三井住友海上火災保険㈱〈幹事〉
東京海上日動火災保険㈱・損害保険ジャパン㈱

工事保険 代理店・扱者

〒104-0031 東京都中央区京橋1-6-1
三井住友海上テプコビル6階
TEL.03-3562-8123  FAX.03-3562-7717

承認番号：B21-101750　使用期限：2023年3月30日

あんしん・とくとく倶楽部

建設工事保険+請負業者賠償責任保険+生産物賠償責任保険
+施設所有（管理）者賠償責任保険+昇格機賠償責任保険

〈メインテナンス期間に関する特約（リミテッド・メインテナンス）〉

※詳細はパンフレットをご確認ください

福利厚生サービス　 法律相談サービス　 ビジネス支援サービス

代理店・扱者 株式会社 住宅あんしん保証 あんとく・損害保険課

住宅購入者割引住宅購入者割引

●ご相談・お申込先

〒104-0031東京都中央区京橋1-6-1 6階　TEL:03-3562-8123　FAX:03-3562-7717

でお得でお得

割引の適用条件　　　　　　　
①住宅あんしん保証の各種瑕疵保険に加入している住宅建物
②保険期間が5年（ＧＫすまいの保険※）

住宅あんしん保証の
瑕疵保険に加入している物件であれば

火災保険が

火災保険料が
割引になります！
・地震保険料に対しては、この割引が適用されません。
・お客さまのご了承のもと、住宅あんしん保証が瑕疵保険販売時に取り扱う｢お客さまのお名前・ご住所・火災保険へご加入
を希望されている物件情報等｣を損害保険代理店部門と連携することで、所定の火災保険料に対して｢住宅購入者割引(業
務提携に基づく電子データ連携方式)｣を適用いたします。

※引受保険会社：三井住友海上火災保険（株）

公
益
財
団
法
人
住
宅

リ
フ
ォ
ー
ム
・
紛
争
処
理

支
援
セ
ン
タ
ー
は
９
月
26

日
、
２
０
２
１
年
度
に
実

施
し
た
電
話
相
談
「
住
ま

い
る
ダ
イ
ヤ
ル
」、
専
門

家
相
談
、
住
宅
紛
争
処

理
に
つ
い
て
、
相
談
内
容

な
ど
を
統
計
的
に
整
理
し

た
「
住
宅
相
談
統
計
年

報
２
０
２
２
」
を
公
表
し

た
。
２
０
２
１
年
度
の
新

規
（
相
談
の
第
一
回
目
）

の
相
談
件
数
は
３
万
５
０

４
０
件
で
、
前
年
度
の
２

万
９
０
６
９
件
と
比
べ
て

約
２
割
増
加
。
初
の
３
万

５
０
０
０
件
超
え
と
な
っ

た
。こ

の
う
ち
、
新
築
等

相
談
は
２
万
３
９
９
４

件
（
前
年
度
比
20
・
７
％

増
）、
リ
フ
ォ
ー
ム
相
談

は
１
万
１
０
４
６
件
（
同

20
・
１
％
増
）［
図
］。
住

宅
の
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る

相
談
は
２
万
２
０
０
４
件

で
新
規
相
談
件
数
の
62
・

８
％
を
占
め
た
。

建
設
住
宅
性
能
評
価
書

が
交
付
さ
れ
た
評
価
住
宅

の
相
談
は
９
１
１
件
、
住

宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険

（
１
号
保
険
）
付
き
住
宅

の
相
談
は
７
３
９
２
件
。

リ
フ
ォ
ー
ム
見
積
チ
ェ
ッ

ク
サ
ー
ビ
ス
で
事
業
者
か

ら
取
得
し
た
見
積
書
に
関

す
る
相
談
４
６
８
件
の
う

ち
、
見
積
書
の
送
付
を

受
け
た
相
談
は
２
５
３
件

だ
っ
た
。

ま
た
、
住
宅
の
不
具
合

や
契
約
の
ほ
か
、
賃
貸
借

や
相
隣
関
係
な
ど
も
含
む

ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
相
談

は
２
万
５
６
７
５
件
で
、

電
話
相
談
全
体
の
73
・

３
％
を
占
め
た
。
こ
の
う

ち
新
築
等
相
談
は
１
万
８

１
９
７
件
、
リ
フ
ォ
ー
ム

相
談
は
７
４
７
８
件
。

不
具
合
の
内
容

住
宅
の
ト
ラ
ブ
ル
に
関

す
る
相
談
の
う
ち
、
新
築

で
は
雨
漏
り
や
ひ
び
割
れ

な
ど
の
不
具
合
に
関
す

る
相
談
が
76
・
０
％
（
１

万
１
２
１
６
件
）
を
占
め

た
。
戸
建
て
住
宅
の
不

具
合
で
は
「
ひ
び
割
れ
」

が
最
も
多
く
20
・
８
％
、

「
雨
漏
り
」
14
・
６
％
、

「
性
能
不
足
」
11
・
６
％

と
続
い
た
［
表
］。

リ
フ
ォ
ー
ム
相
談
の
戸

建
て
住
宅
の
不
具
合
は

「
雨
漏
り
」
16
・
４
％
、

「
は
が
れ
」
14
・
８
％
、

「
ひ
び
割
れ
」
11
・
０
％

の
順
に
多
か
っ
た
。

マンガでわかる
住宅紛争の解決
（事例紹介）

新
規
相
談
２
割
増
、初
の
３
万
５
０
０
０
件
超
え

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム・紛
争
処
理
支
援
セ
ン
タ
ー

住
宅
相
談
統
計
年
報
２
０
２
２

［図］相談件数の推移
45,000

40,000

35,000

30,000

25,000
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10,000

5,000

0

（件）

（年度）
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のべ応答件数

41,91541,915

35,04035,040

11,04611,046

23,99423,994

新築等住宅に関する相談 リフォームに関する相談

［表］不具合事象と主な不具合部位
主な不具合事象 割合＊1 件数 当該事象が多くみられる部位

1,905
1,343
1,066
963
898
765
474
428
409
396
288
233
222
209
153
143
91
49

ひび割れ 外壁、基礎
外壁、屋根
設備機器、開口部・建具

変形 床、開口部・建具
はがれ 外壁、内装

外壁、床
給水・給湯配管、排水配管
開口部・建具、設備機器

排水不良 排水配管
床

床鳴り 床
きず 床、開口部・建具、内装
腐食・腐朽 床、柱、外壁
沈下 地盤、外構
異常音 外壁、開口部・建具、排水配管
結露 開口部・建具、天井、内壁

排水配管
排水配管、内壁

20.8％
14.6％

11.6％
10.5％
9.8％

8.3％
5.2％
4.7％
4.5％
4.3％
3.1％
2.5％
2.4％
2.3％
1.7％
1.6％
1.0％
0.5％

＊1　新築等相談のうち戸建住宅において不具合が生じている相談9,172件に対する割合
＊2　性能不足（契約内容との相違等を含む）：使用した部材・設備機器等が通常有するべき性能を欠いている、または契約時に定めた性能を満たしていない状態。　 
　　　（例）・太陽光発電装置による発電量が当初の想定量よりも少ない
　　　　　・免震材料の不具合により耐震性能が十分でない
　　　　　・契約時に求めた性能や機能を有さない設備機器、建築材料等を用いて施工された（契約内容との相違）など

 （戸建住宅n=9,172）※複数カウント

遮音不良 
異臭 

傾斜 

作動不良 
漏水 
汚れ 

性能不足＊2 

雨漏り 

紛
争
処
理
の
実
施
状
況

紛
争
処
理
は
、
制
度
創

設
の
２
０
０
０
〜
２
０
２

１
年
度
ま
で
に
１
９
８
２

件
の
申
請
が
あ
り
、
終
結

し
た
事
件
の
55
・
０
％
で

和
解
が
成
立
し
て
い
る
。

事
業
者
か
ら
の
申
請
は
全

体
の
約
1
割
を
占
め
、
工

事
残
代
金
の
支
払
い
や
、

瑕
疵
の
不
存
在
の
確
認
を

求
め
る
事
件
な
ど
が
多
い
。

同
セ
ン
タ
ー
に
よ
れ
ば

「
個
別
の
事
件
を
み
て
み

る
と
、
一
方
当
事
者
が
自

説
に
固
執
し
、
感
情
的
な

対
立
か
ら
あ
つ
れ
き
が
生

じ
、
当
事
者
間
で
は
解
決

が
難
し
い
よ
う
な
場
合
で

も
、
公
正
・
中
立
な
第
三

者
の
専
門
家
が
間
に
入
る

こ
と
に
よ
っ
て
解
決
に
至

る
ケ
ー
ス
が
あ
る
。
和
解

が
成
立
し
た
事
件
で
も
、

双
方
に
代
理
人
弁
護
士
が

つ
い
て
い
な
い
ケ
ー
ス
も

数
多
い
。」
と
の
こ
と
。

こ
の
ほ
か
に
も
、
実
例

を
も
と
に
し
た
紛
争
処
理

の
事
例
は
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
・
紛
争
処
理
支
援
セ
ン

タ
ー
の
Ｗ
ｅ
ｂ
サ
イ
ト
で

確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

な
お
、
住
宅
瑕
疵
担
保

履
行
法
が
改
正
さ
れ
、
今

年
10
月
か
ら
紛
争
処
理
の

対
象
が
拡
大
し
た
。
こ
れ

ま
で
は
、
い
わ
ゆ
る
１
号

保
険
が
付
さ
れ
た
住
宅
が

対
象
だ
っ
た
が
、
こ
れ
か

ら
は
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
や

既
存
住
宅
売
買
な
ど
の
瑕

疵
保
険
―
い
わ
ゆ
る
２
号

保
険
が
付
さ
れ
た
住
宅
も

対
象
と
な
る
。
利
用
を
検

討
し
て
ほ
し
い
。

紛争処理の対象拡大
かし保険付きのリフォームや

既存住宅でも

紛争処理の申請人の内訳
（ｎ＝1,982）

紛争処理の終結状況
（ｎ＝1,851）

紛争処理の実施状況事業者
195件
9.8％

取下げ
154件
8.3％

消費者
1,787件
90.2％

消費者
1,787件
90.2％

成立
1,018件
55.0％

成立
1,018件
55.0％

不成立
679件
36.7％

不成立
679件
36.7％
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―非住宅建築物で木造を採用するのはど
のような理由からですか？
市川氏：私達はもともと木造住宅をやっ
ていますから、木造建築のノウハウを多
く持っています。それをうまく活用する
ことができればというのが最大の理由で
す。従来、「木造」は住宅に用いるものと
思われていましたが耐火の仕様が増えて
きたり、規制の緩和がされる等、取り組み
やすくなりました。また、お施主様にもメ
リットがあります。コストを抑えたり、環
境に優しいイメージがお客様の事業にも
役立つことから建築物の木造化が進んで
います。
―今回の用途は倉庫でした。木造を採用
した理由は何ですか？
市川氏：住宅で使っている工法で、元々
温湿度の管理がしやすく、断熱性が高い
ので、中の物が痛みにくかったりします。
そうしたことをお客様が理解されていて、
木造の採用を希望されていたことが大きな
理由です。
―あんしん建物検査・保証制度に加入し
た経緯を教えてください。
菊澤氏：私達は、京都の地元に根ざした
工務店を目指して日々取り組んでおりま
す。私達の会社を初めて知る人も多く、
大きなメーカーさんと比較すると信頼や施
工の品質に最初は不安に思う方がいらっ
しゃいました。
　住宅の場合、かし保険があるので安心
いただくことが多いですが今回は非住宅
案件です。第三者機関にしっかりとチェッ
クしてもらいたいということをお客様から
求められていましたので今回採用しており
ます。
―この制度は発注者に対してアピールポ
イントになりますか？
菊澤氏：地場の工務店等の皆さんにとって

は非常に強い武器になると思います。施工
技術に自信があっても、どうしてもそれを
裏付けていただく保証があるのとないのと
では大きな違いになってくると思います。
―現場検査はどうでしたか？
菊澤氏：加入した物件で、実は検査指摘
がありました。どうしても非住宅建築物で
は床面積が広くなったり、多くの業者が現
場に入ってきます。
　しっかりとチェックしていただけること
で施工会社としても安心してお客様に引
渡しができるところがメリットだと強く感
じています。
―非住宅建築物の木造化は今後どうなっ
ていくとお考えですか？
市川氏：以前は、鉄骨や鉄筋コンクリー
トとの違いといった部分にばかり関心が集
まっていましたが、今のお客様は予め木造
で建てる具体的なイメージをお持ちで、木
造が持つメリットをどのようにブランドや
会社のイメージに活かすかというビジョン
を描いていらっしゃいます。
　そこに私達はどのように貢献できるか、
話題は「木造で建てる」から、さらにその
先の「木造建築をどのようにお客様の事
業に生かしていただくか」という段階に入
りつつあります。
　非住宅木造建築物の分野はさらに伸び
ていくと思います。

―非住宅木造建築物を手掛けることに
なったきっかけを教えてください。
　知り合いの農家さんから「温室の中
にお米を保管する保冷倉庫を作ってほ
しい」という相談を受けたのが始まりで
した。当時はノウハウがまだ十分ではな
かったので、専用空調機で冷やすプレ
ハブの倉庫を考えていたのですが、メー
カーで見積もりしてもらった結果、電気
代等のコストが非常にかかる。その解決
策として生まれたのが、住宅で培った断
熱技術を活かした木造の保冷倉庫です。
そこから広がっていきました。
―貴社が手掛けている倉庫の特徴は？
　グループ会社の HI J . が販売する保
冷倉庫「HOZONE（ホゾン）」は独自の
技術で高気密、高断熱の空間を作り出
し、広さや条件等に応じて住宅用のルー
ムエアコンで５℃から 50℃まで幅広い
温度帯にコントロールできます。従来の
保冷倉庫と比較して、初期費用やランニ
ングコスト等を抑えられ、環境や社会貢
献にもつながるものです。

―非住宅木造建築物の商談の苦労や難
しさはありますか？
　BtoB であるのか、BtoC であるのか
で大きな違いがあります。この保冷倉庫
のターゲットは農家さんをはじめ、運送
会社や酒屋さん等、様々な業種に及び

ます。
　しかし、共通して言えることは各企業
が抱えている課題をしっかりとヒアリン
グして、その課題をいかにすれば解決で
きるかを含めて提案できるかが受注の分
かれ目です。また、商談開始から受注ま
でに長いスパンで取り組まなければなら
ないことも住宅とは異なるポイントです。
―今回、あんしん建物検査・保証制度
に加入した経緯を教えてください。
　住宅向けのかし保険で日頃から付き合
いのある取次店の方に保冷倉庫の話を
したところ、非住宅木造建築物もリスク
ヘッジすることを勧められました。そし
て、住宅あんしん検査によるかし保証制
度の販売開始を教えてもらったのがきっ
かけです。これまで住宅のかし保険を利
用してきたので、初めての加入にあたっ
ても手続や現場検査に対する手間や懸
念はありませんでした。
―今後の展開は？
　弊社が開発した保冷倉庫「HOZONE

（ホゾン）」をHIJ . が全国に展開していく
予定です。そこで、全国にパートナー工務
店さんを増やし、施工を依頼して、この制
度にも加入していただこうと考えています。
　制度へ加入することは、自分達にとっ
て安心というのもありますが「木造って
本当に大丈夫？」と心配しているお客様
に対しても１つの安心になります。構造
計算等、適切な対応をした上で、そこに
万が一何かあったときのために「かし保
証制度にも加入しているんですよ、ご安
心くださいね」と言えます。
　また、現在、店舗や診療所等さまざま
な相談をいただいています。制度の加入
には複数回の現場検査を受けることが求
められますから、そこはお客様への安心
材料になると思います。

（一社）住宅あんしん検査の非住宅木造建築物向け 
「あんしん建物検査・保証制度」でリスクヘッジ

林業や木材産業の成長、また、脱炭素社会の実現に欠かせない木材の活用。建築分野においては非住宅木造建築物の市場規模拡大が期待されている。今回はその非住宅木
造建築物を積極的に手掛け、その過程であんしん建物検査・保証制度をいち早く採用した事業者にこの制度への加入の経緯やメリット、今後の取組みなどについて聞いた。

高断熱・高気密の技術を活かした
超省エネ保冷倉庫を起点に
幅広いターゲットにアプローチ

変化するお客様の意識
「木造で建てる」から、
さらにその先へ

ひらつか建築が施工した保冷倉庫「HOZONE（ホゾ
ン）内部の様子。ルームエアコンで庫内を15℃で保
冷する独自の技術。（香川県）

リヴ本社ビル「SUBACO（巣箱）」は地域産木材を活用
し、環境や地域経済にも貢献する関西初の木造大型商
業ビル。（京都府向日市）

滋賀県
株式会社ひらつか建築
H I J . 株式会社
代表取締役　平塚 一弘 氏　

京都府
株式会社リヴ
市川 宣広 氏（左）　菊澤 隆太 氏（右）　

非住宅木造建築物の市場規模拡大に期待


